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（証券コード 2814）
2026年６月５日

（電子提供措置の開始日 2026年６月２日）
株 主 各 位

愛知県小牧市堀の内四丁目154番地

代 表 取 締 役 社 長 上田 正博

第72期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第72期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげ

ます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措

置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサ
イトに掲載しておりますので、ご確認くださいますようお願い申しあげます。
【当社ウェブサイト】
https://www.sato-foods.co.jp/ir/stockholder_meeting.html

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「佐藤食
品工業」又は「コード」に当社証券コード「2814」を入力・検索し「基本情報」
「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株
主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）により議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討
いただき、2026年６月23日（火曜日）午後５時30分までに議決権をご行使ください
ますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2026年６月24日（水曜日）午前10時
2. 場 所 愛知県小牧市新小木二丁目33番地

ルートイングランティア小牧 ３階 ロイヤルホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 第7２期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告の内容及び計算書類の内容の報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
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4. 招集にあたっての決定事項
（1）代理人によるご出席の場合は、議決権を行使できる当社の他の株主１名様を

代理人にご指定のうえ、代理権を証明する書面を当社にご提出ください。
（2）各議案について、議決権行使書用紙に賛否の記載がない場合は、賛成の表示

があったものとして取り扱わせていただきます。

5. インターネットによる議決権行使の際の注意点
（インターネットにはスマート行使も含みます。）
（1）インターネットによる方法と書面（郵送）による方法の双方で議決権を行使

された場合は、インターネットによる議決権行使を有効とさせていただきま
す。

（2）インターネットによって複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われ
た議決権行使を有効とさせていただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい

ただきます。
２．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付へご提出くださいますよう

お願い申しあげます。
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議決権行使
書

議決権行使書

議決権行使
書

2026年6月23日（火曜日）
午後5時30分到着分まで

2026年6月23日（火曜日）
午後5時30分行使分まで

2026年6月24日（水曜日）
午前10時

2026年6月23日（火曜日）
午後5時30分行使分まで

●書面（郵送）によるご行使●●「スマート行使」によるご行使● ●パソコン等によるご行使●
行使期限行使期限

https://www.web54.net
議決権行使ウェブサイト

株主総会開催日時

議決権行使についてのご案内
株主総会参考書類をご検討いただき、
以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

●株主総会へ出席●

事前に議決権をご行使いただく場合

当日ご出席される場合

行使期限

同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示
いただき、行使期限までに
当社株主名簿管理人に到着
するようご返送ください。

同封の議決権行使書用紙の
右下「スマートフォン用議決
権行使ウェブサイトログイン
QRコード」をスマートフォン
かタブレット端末で読み取り
のうえ、画面の案内に従って
議案に対する賛否をご登録
ください。

にアクセスし、同封の議決権
行使書用紙に記載の議決権
行使コード及びパスワードを
ご利用のうえ、画面の案内に
従って議案に対する賛否を
ご登録ください。

同封の議決権行使書
用紙をご持参いただ
き、会場受付にご提
出ください。

詳細につきましては５頁
をご覧ください。

詳細につきましては４頁
をご覧ください。

■書面（郵送）により行使された議決権行使書用紙のうち、議案に対する賛否の記載がない場合は、賛成の表示
があったものとして取り扱わせていただきます。

■インターネットによる方法と書面（郵送）による方法の双方で議決権を行使された場合は、インターネットに
よる議決権行使を有効とさせていただきます。

■インターネットによって複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効とさせていた
だきます。
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議決権行使書

③

④

●「スマート行使」によるご行使 ●

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の
賛否をご入力ください。

①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②議決権行使ウェブサイトを開く

③各議案について個別に
指示する

④全ての会社提案議案に
ついて「賛成」する

※QRコード®は、株式会社
デンソーウェーブの登録商標です。

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用議決権行使ウェブ
サイトログインQRコード」をスマートフォンかタブレット端末で読み
取ります。

確認画面で問題
なければ「この内
容で行使する」
ボタンを押して
行使完了！

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコードを読み取り、同封の議決権行使書
用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく必要があります（パソコンから、議決
権行使ウェブサイト https://www.web54.net へ直接アクセスして行使いただくことも可能です）。
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同封の議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」をご入力ください。

③パスワードを入力する
「初期パスワード」を

入力

● パソコン等によるご行使 ●

①議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②ログインする

https://www.web54.net

議決権行使コード

ご不明な点につきましては、
以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
議決権行使に関する
パソコン等の操作方法について 0120-652-031（9:00～21:00）
その他のご照会 0120-782-031（平日9:00～17:00）

※議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトを
ご利用いただけない場合があります。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

クリック

同封の議決権行使書用紙に記載の「パスワード」を
ご入力ください。

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

１．会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当事業年度における我が国経済は、訪日外国人旅行者の増加及び円安の影響に
よるインバウンド需要の拡大や、社会経済活動の活発化に伴う雇用情勢の改善な
どにより回復基調で推移いたしました。一方で、継続的な物価上昇による消費者
マインドの低下に加え、金融資本市場の変動や米国の通商政策、中東情勢の緊迫
化による景気の下振れが懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続い
ております。
海外経済につきましては、米国における各国に対する通商政策や中国経済の先

行き懸念、地政学リスクの高まりなどから、予断を許さない状況が続いておりま
す。
当食品業界につきましては、インバウンド需要の拡大を受けて飲料需要及び製

菓用途需要が高まるものの、原材料コストの高騰に伴う物価上昇の影響による消
費者の節約志向の高まりから、厳しい事業環境となりました。
当社といたしましては、主要原材料である茶葉原料を始めとする原材料及びエ

ネルギーコストの動向に注視しつつ、安全・安心な原材料の安定調達や、製品の
安定供給を維持するとともに、独自性・優位性を明確にした新製品開発や、技術
開発力の向上を目的として新製法などを用いた製品開発に積極的に挑戦してまい
りました。
このような状況のもと、当社の当事業年度における売上実績は、茶エキスを中

心に好調であったことに加えて、法令対応に伴う収益認識タイミングの見直しに
より回復基調で推移いたしました。
茶エキスにつきましては、ウーロン茶エキス等が減少したものの、飲料需要が

好調に推移し、紅茶エキス・緑茶エキス等が増加したため、売上高は 3,233百万
円（対前年同期比 9.3％増）となりました。
粉末天然調味料につきましては、粉末ソース等が減少したものの、外食需要が

好調に推移し、粉末昆布・粉末鰹節等が増加したため、売上高は 1,885百万円
（同 7.9％増）となりました。

植物エキスにつきましては、野菜エキスが減少したものの、製菓用途需要の継
続により、果実エキス等が増加したため、売上高は 871百万円（同 3.9％増）と
なりました。
液体天然調味料につきましては、外食需要が好調に推移し、昆布エキス・鰹節

エキス等が増加したため、売上高は 743百万円（同 5.9％増）となりました。
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粉末酒につきましては、ワインタイプ等が増加したものの、清酒タイプ等が減
少したため、売上高は 92百万円（同 14.5％減）となりました。
以上の結果、当事業年度の売上高は 6,832百万円（同 7.4％増）となりまし

た。
利益面につきましては、売上高の増加により営業利益は 758百万円（同 12.7

％増）、経常利益は 907百万円（同 11.6％増）となりました。また、法人税等
291百万円（同 3.9％増）を計上したため、当期純利益は 736百万円（同 23.5
％増）となりました。
なお、当社は食品加工事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記

載しておりません。
品目別売上高、構成比などにつきましては、次のとおりとなっております。

品 目 別 売 上 高
（単位：百万円）

品 目 主 要 製 品
第 71 期

（2024.4.1〜2025.3.31）
第 72 期

（2025.4.1〜2026.3.31）
金 額 構成比 金 額 構成比

茶 エ キ ス
緑茶、ウーロン茶、
紅茶、ほうじ茶、
麦茶 等

2,958 46.5％ 3,233 47.3％

粉末天然調味料 鰹節、昆布、椎茸、
ソース、酢 等 1,747 27.5％ 1,885 27.6％

植 物 エ キ ス 野菜エキス、果実エ
キス 等 838 13.2％ 871 12.7％

液体天然調味料 鰹節、昆布、椎茸 等 701 11.0％ 743 10.9％

粉 末 酒
ワイン、みりん、
清酒、ブランデー、
ウォッカ 等

108 1.7％ 92 1.4％

そ の 他 試作品 等 5 0.1％ 5 0.1％

合 計 6,360 100.0％ 6,832 100.0％

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（2）対処すべき課題
当社といたしましては、特に下記の３点を重要課題として取り組んでおります。

これらの課題を継続して確実にクリアすることにより、経営基盤の強化・安定を
図り、企業価値の向上に努めてまいります。
①安全・安心な製品の提供
食に携わる企業として、より高いレベルで顧客・消費者の皆様に安全・安心な

製品を提供するため、認証を取得した食品安全マネジメントシステム
（FSSC22000）の適切な運用や食品表示のチェック体制の構築、原材料トレース
などを通じて、安全性の確保に必要な品質管理体制の維持・強化に努めてまいり
ます。また、品質保証プロセスにおいて、品質管理システムなど統合的なＩＴシ
ステムを用いた業務改善に取り組んでまいります。

②生産性の向上及び合理化
世界的な食料需要の増加や天候不順による不漁・不作など原材料調達の不確実

性が高まる中、原材料の安定調達やコスト上昇に対処すべく、仕入ルートの拡大
や製法改良などにより、利益を生み出しやすい生産体制作りに取り組んでまいり
ます。また、人手不足による労働力不足や人件費増加に対処すべく、製造設備を
更新し、自動化・省人化を推進するほか、ＩＴシステムへの投資を継続していく
ことで、業務効率の向上にも注力してまいります。

③高付加価値製品の開発
成長に向けた研究開発投資や設備投資により、高付加価値製品の開発に取り組

んでまいります。また、開発技術、製造技術及び装置技術を融合することで、事
業活動全体で高い付加価値を生み出し続けることができる体制を構築してまいり
ます。さらに、顧客ニーズを的確に把握し、そのニーズを製品として結実させて
いく、組織的かつ提案型の営業活動を行ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう
お願い申しあげます。

（3）設備投資の状況
当事業年度における設備投資の総額は、482百万円であります。その主な内容

は、本社工場液体充填設備であります。

（4）資金調達の状況
該当する事項はありません。

（5）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当する事項はありません。
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（6）他の会社の事業の譲受けの状況
該当する事項はありません。

（7）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当する事項はありません。

（8）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当する事項はありません。

（9）財産及び損益の状況の推移
(単位：百万円)

区 分 第 69 期
（2023年３月期）

第 70 期
（2024年３月期）

第 71 期
（2025年３月期）

第 72 期
（2026年３月期）

売 上 高 5,881 6,101 6,360 6,832

経 常 利 益 764 789 813 907

当 期 純 利 益 384 773 596 736

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 84.06円 173.63円 141.24円 194.65円

総 資 産 20,491 21,846 21,163 22,903

純 資 産 19,041 19,743 19,294 20,202

償却前営業利益 908 943 945 1,010

（注）1. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数に基づき算定しており
ます。また、2026年１月１日付で普通株式１株につき普通株式0.1株の割合で株式無償割当
てを行いました。1株当たり当期純利益は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」に基
づき、第69期の期首に当該株式無償割当てが行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を
算定しております。

2. 第69期（2023年３月期）
茶エキス及び植物エキス、天然調味料、粉末酒の増加により、売上高は5,881百万円となり
ました。損益面では、原材料及びエネルギーコストの増加により、経常利益は減益となり、
当期純利益は384百万円となりました。

3. 第70期（2024年３月期）
茶エキス及び植物エキスの増加により、売上高は6,101百万円となりました。損益面では、
売上高の増加により営業利益、経常利益ともに増益となりました。また、投資有価証券売却
益の計上により、当期純利益は773百万円となりました。

4. 第71期（2025年３月期）
茶エキス及び天然調味料、植物エキスの増加により、売上高は6,360百万円となりました。
損益面では、売上高の増加により営業利益、経常利益ともに増益となり、当期純利益は596
百万円となりました。

5. 第72期（2026年３月期）
当事業年度の状況につきましては、前記「(1)事業の経過及びその成果」に記載のとおりであ
ります。
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（10）重要な親会社及び子会社の状況（2026年３月31日現在）
１．親会社の状況

該当する事項はありません。
２．子会社の状況

該当する事項はありません。
３．事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当する事項はありません。

（11）主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社の主な事業内容は、茶エキス、天然調味料、植物エキス及び粉末酒の製造

販売であります。主要製品につきましては、前記品目別売上高に記載のとおりで
あります。

（12）主要な事業所（2026年３月31日現在）
本社及び本社工場 （愛知県小牧市）
第二工場 （愛知県小牧市）
第三工場 （愛知県春日井市）

（13）従業員の状況（2026年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

168名 0名 39.0歳 16.3年

（注）上記従業員数には嘱託社員・パートタイム社員（28名）は含んでおりません。

（14）主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高

株式会社名古屋銀行 500,000千円

株式会社あいち銀行 100,000千円

株式会社十六銀行 50,000千円
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２．会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 27,000,000株

（2）発行済株式の総数 3,878,831株（自己株式 3,498,629株を除く）

（3）株主数 1,843名

（4）大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

横浜冷凍株式会社 637 千株 16.42 ％
ブルドックソース株式会社 429 11.06
光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 340 8.77
湯原 善衛 172 4.43
湯原 幸子 167 4.31
株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 166 4.28
株式会社名古屋銀行 156 4.03
株式会社あいち銀行 152 3.93
株式会社十六銀行 150 3.86
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 133 3.45
（注）１．当社は自己株式3,498,629株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は、自己株式を控除し、算出しております。
２．当社は「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、株式会社日本カストディ銀行（信託

Ｅ口）が当社株式166,210株を保有しております。同信託Ｅ口が所有する当社株式につき
ましては、自己株式に含めておりません。

３．当社は信託を用いた業績連動型株式報酬制度を導入しており、株式会社日本カストディ銀
行（信託口）が当社株式124,740株を保有しております。同信託口が所有する当社株式に
つきましては、自己株式に含めておりません。

（5）その他株式に関する重要な事項
株式無償割当て
当社株式の流動性を高めるとともに、当社保有の自己株式を有効活用して株主

の皆様に還元することを目的に、会社法第185条に基づき2025年11月21日開催
の取締役会決議により、2025年12月31日の基準日時点の株主様に対して当社が
保有する自己株式を無償で割当ていたしました。
①基準日 2025年12月31日
②効力発生日 2026年１月１日
③割当の割合 普通株式１株につき普通株式0.1株
④割当交付株式総数 358,980株
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３．会社の新株予約権等に関する事項（2026年３月31日現在）
該当する事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2026年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 上 田 正 博 内部監査室、営業部、第三工場

リスクマネジメント・コンプライアンス 担当
取 締 役
上 席 執 行 役 員 鈴 木 宗 行 ISO推進室、業務部 担当

取 締 役
上 席 執 行 役 員 大 津 新 司 管理部、品質保証部、生産管理部 担当

管理部長
取 締 役
上 席 執 行 役 員 稲 垣 篤 技術部、工務部、本社工場、第二工場 担当

技術部長

取 締 役 相 談 役 長谷川 憲 治 税理士 北斗中央税理士法人相談役

取 締 役 秦 博 文 公認会計士 公認会計士秦博文事務所所長
株式会社バローホールディングス社外取締役

取 締 役 光 田 博 充 光田技術士事務所所長

常 勤 監 査 役 那 須 智

監 査 役 串 田 正 克 弁護士 串田・野口法律事務所代表
セブン工業株式会社社外監査役

監 査 役 稲 石 純 二

監 査 役 関 谷 保 仁
（注）1. 取締役秦博文氏及び光田博充氏は、社外取締役です。

2. 監査役串田正克氏、稲石純二氏及び関谷保仁氏は、社外監査役です。
3. 当社は、取締役秦博文氏及び光田博充氏、監査役串田正克氏、稲石純二氏及び関谷保仁氏を

東京証券取引所の定める独立役員として届け出ております。
4.（1）監査役那須智氏は、当社の経理部門において経理経験を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しています。
（2）監査役串田正克氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務や財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しています。
（3）監査役稲石純二氏は、金融機関における長年の経験を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しています。
（4）監査役関谷保仁氏は、金融機関における長年の経験を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しています。
5. 当事業年度中の取締役及び監査役の異動
（1）2025年6月24日開催の第71期定時株主総会において、那須智氏が監査役に選任され就

任しております。
（2）2025年6月24日開催の第71期定時株主総会終結の時をもって、垣見泰年氏は、辞任に

より監査役を退任しております。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、定款に社外取締役及び社外監査役の責任限定契約に関する規程を設け

ております。当該規程に基づき各社外取締役及び各社外監査役と、会社法第423
条第１項に関する責任について、法令の定める限度額の範囲内でその責任を負担
する責任限定契約を締結しております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規

定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険
契約の保険料は当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はあり
ません。当該保険契約では、被保険者である役員等が会社の役員としての業務に
つき行った行為に起因して保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がなされ
たことにより、被保険者が被る法律上の損害賠償金や争訟費用等を填補する契約
となっております。ただし、法令に違反することを認識して行った行為に起因し
て生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。

（4）役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2024年５月24日開催の取締役会において、役員の個人別の報酬等の

内容に係る決定方針を決議しております。
また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等

の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合しているこ
とを確認し、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
役員の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

＜報酬の種類＞
当社の役員報酬は、毎月定額にて支給される「基本報酬」と「株式報酬」で構

成されており、社外取締役と監査役は「基本報酬」のみの構成となっておりま
す。
なお、2014年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金の打ち

切り支給を決議しております。同株主総会において、その後重任している役員及
び在任中の役員への退職慰労金の支給の時期は各人の退任時とし、具体的な金額
等の決定は、役員退職慰労金制度廃止時点の当社所定の基準に従い、廃止時点ま
での在任期間をもとに、取締役については取締役会に、監査役については監査役
の協議により決定することを決議しております。
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＜報酬の限度額＞
取締役の報酬総額は、2018年６月26日開催の定時株主総会において年額

180,000千円以内（うち、社外取締役分15,000千円以内。ただし、使用人兼務
取締役の使用人分給与は含まない。）と決議しております。当該株主総会終結時
点の取締役の員数は、７名（うち、社外取締役は１名）です。
監査役の報酬総額は、2018年６月26日開催の定時株主総会において年額

30,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、
３名（うち、社外監査役は２名）です。
また、2024年６月25日開催の定時株主総会において、取締役の金銭報酬限度

額とは別枠で、取締役（社外取締役を除く。）に対して信託を用いた業績連動型
株式報酬制度の導入を決議しており、支給するための株式の取得資金として、信
託に拠出する上限金額を7年間で190,000千円以内(※)としております。当該株
主総会終結時点の取締役の員数は、７名（うち、社外取締役は２名）です。
(※)株式交付信託を継続する際には、1事業年度当たり27,000千円を上限金額と

しております。

＜基本報酬＞
取締役の基本報酬につきましては、会社の業績、各役員の地位や責任範囲など

を総合的に勘案し、株主総会で決議された報酬総額の限度内において、代表取締
役社長が報酬案を策定後、取締役会議案として上程し、独立役員である社外取締
役と社外監査役が出席する取締役会で決議し、月例で支給しております。
監査役の基本報酬につきましては、株主総会で決議された報酬総額の限度内に

おいて、その配分については監査役で協議し、月例で支給しております。

＜株式報酬＞
株式報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるととも

に、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、固定部分及び業
績連動部分により構成し、株式交付規程に基づいて付与されるポイント数（※）
に応じて毎年一定時期に支給しております。
業績連動部分の支給に際しては、評価対象期間の目標値（KPI）に対する達成

度を斟酌しており、その業績指標及びその目標値は、適宜、環境の変化に応じて
独立役員である社外取締役と社外監査役が出席する取締役会にて見直しを行って
おります。
（※）役位に応じて付与される役位別基礎ポイントを算出の基礎とする「固定ポイント」

と、売上高、当期純利益及び償却前営業利益のそれぞれの前年比達成係数及び予算達
成係数に応じて算定された業績連動支給率を基礎として算出された「変動ポイント」
を付与します。
また、業績連動報酬等の額の算定に用いた業績指標に関する実績につきましては、
「１．(9）財産及び損益の状況の推移」に記載しております。
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＜報酬の支給割合＞
当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬の支給割合につきましては、会社の

業績、各役員の地位や責任範囲などを総合的に勘案して設定しております。

役員区分 基本報酬
株式報酬

合計
固定 業績連動

取締役 85％ 7.5％ 0％ 〜 13.5％ 92.5%〜106％

社外取締役 100％ − − 100％

監査役 100％ − − 100％
（注）この表は業績連動部分のKPI達成度による報酬割合の変化を示したものです。

（5）取締役及び監査役の報酬等の額
当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 株式報酬

取締役
(うち社外取締役)

79
(12)

63
(12)

15
(−)

7
(2)

監査役
(うち社外監査役)

21
(10)

21
(10)

−
(−)

5
(3)

合計
(うち社外役員)

100
(22)

84
(22)

15
(−)

12
(5)

（注）1. 基本報酬の内容は「（4）役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおりで
す。

2. 株式報酬の額は、信託を用いた業績連動型株式報酬制度に基づき、当事業年度において
役員株式給付引当金繰入額として計上した額であります。

（6）社外役員に関する事項
１．取締役 秦 博文
ア 重要な兼職先である法人等と当社の関係

公認会計士秦博文事務所の所長及び株式会社バローホールディングスの
社外取締役を兼務しておりますが、兼職先と当社との間に重要な取引その
他の関係はありません。

イ 特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ウ 当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催された取締役会に15回中15回出席しております。公

認会計士としての専門的知見から取締役の職務執行に対する監督、助言を
適宜行っており、社外取締役に期待される役割を適切に果たしております。

2026年05月22日 16時39分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 16 ―

２．取締役 光田 博充
ア 重要な兼職先である法人等と当社の関係

光田技術士事務所の所長を兼務しておりますが、兼職先と当社との間に
重要な取引その他の関係はありません。

イ 特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ウ 当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催された取締役会に15回中15回出席しております。食

品業界の開発・製造分野における豊富な見識を活かした専門的観点から適
宜発言を行っており、社外取締役に期待される役割を適切に果たしており
ます。

３．監査役 串田 正克
ア 重要な兼職先である法人等と当社の関係

串田・野口法律事務所の代表及びセブン工業株式会社の社外監査役を兼
務しておりますが、兼職先と当社との間に重要な取引その他の関係はあり
ません。

イ 特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ウ 当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催された取締役会に15回中15回出席し、監査役会には

12回中11回出席しております。弁護士としての専門的知見から適宜発言を
行っております。

４．監査役 稲石 純二
ア 重要な兼職先である法人等と当社の関係

該当事項はありません。
イ 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
ウ 当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催された取締役会に15回中15回出席し、監査役会には
12回中12回出席しております。金融機関で培われた知見から適宜発言を行
っております。

2026年05月22日 16時39分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 17 ―

５．監査役 関谷 保仁
ア 重要な兼職先である法人等と当社の関係

該当事項はありません。
イ 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
ウ 当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催された取締役会に15回中15回出席し、監査役会には
12回中12回出席しております。金融機関で培われた知見から適宜発言を行
っております。

５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
公認会計士法第２条第１項の業務についての報酬等の額 19,800千円
当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 19,800千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外

の業務を委託しておりません。

（4）監査役会が会計監査人の報酬等の額に同意した理由
当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実

務指針」を踏まえ、会計監査人が提出した監査計画の妥当性や適正性等を確認し
検討した結果、会計監査人の報酬等は合理的な水準であると判断し、会社法第
399条第１項の同意を行っております。
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（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、
会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的と
することを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断したうえで、株主総会
に提出する議案の内容を決定いたします。

６．会社の体制及び方針
業務の適正性を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法
施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が2015年５月１
日に施行されたことに伴い、従来の「内部統制システム構築の基本方針」を、
2015年５月13日開催の取締役会において一部改定いたしました。基本方針は以
下のとおりとなっております。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
①取締役会が「取締役会規程」及びその他関係規程に則り、経営上の重要な事項
について決定及び承認を行うとともに、取締役の職務の執行を監督しておりま
す。

②取締役の職務の執行について各監査役が精緻な監査を行っております。
③「内部監査規程」を制定し、代表取締役直轄の内部監査室が、取締役及び従業
員の職務の執行における、法令、定款及び社内規程の遵守状況についての監査
を行っております。

④法令遵守への姿勢を明確にするため「コンプライアンス規程」を制定し、「社員
行動指針」を中心に取締役及び従業員の遵法体制の強化推進を行っております。

⑤「ヘルプライン規程」を制定するとともに、社外及び社内に「相談等受付窓口」
を設置して、不祥事の未然防止体制を強化しております。

⑥社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、「反社
会的勢力対応規程」を制定し、警察・顧問弁護士と連携をとり、被害の防止を
含め一切の関係を遮断するための組織体制の確保、向上を図るなど、毅然とし
た姿勢で対応します。

2026年05月22日 16時39分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 19 ―

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役の職務執行に係る情報の管理・保存について

取締役会議事録、稟議書等の取締役の職務執行に係る情報につきましては、
当社「文書管理規程」等に則り、管理・保存しております。取締役及び監査役、
会計監査人は、同規程に従い、いつでもこれらの情報を閲覧することができま
す。

②個人情報の管理について
個人情報の管理については、情報漏洩防止のための行動規範を「社員行動指

針」に盛り込むとともに、全社員のパソコンに情報漏洩防止を目的とした検証
ソフトを組み込み、定期的にチェックを行っております。また、本社組織の入
退室にはセキュリティロックシステムを導入し、情報漏洩防止をはじめとする
セキュリティ体制の強化を図っております。

③データベース化について
情報の不正使用及び漏洩防止をより徹底するため、主としてシステム面から

データベース化を図り、当該文書の存否及び保存状況を迅速に検索できる体制
構築等に向けて取り組んでまいります。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①代表取締役を委員長とする「リスクマネジメント・コンプライアンス委員会」
を設置し、当社「コンプライアンス規程」に従って、潜在的なリスクの抽出及
びその発生予防に努め、組織横断的なリスク管理を行います。

②内部監査室が、各業務部門と連携してリスク管理の状況を確認・評価し、その
結果を定期的に取締役会及び監査役会に報告します。

③不測の事態が発生した場合には、損失の拡大防止策や再発予防策の策定など、
必要な対応を審議し、決定します。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役は、「役員就業規則」のほか、「役員職務権限規程」に則り、職務の執行
を行います。

②取締役会は、原則月１回開催する定例取締役会、又は必要に応じて開催される
臨時取締役会において、会社法が定める専決事項、その他経営基本方針、中期
経営計画の策定等の重要な事項及び経営方針等に関する意思決定を行うととも
に、各業務部門における決定事項の進捗管理を行い、経営目標の達成を図る体
制を確保します。

③経営と業務執行機能を分離し、経営の効率化と責任の明確化を図るため、執行
役員制度を導入しております。
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（5）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
現在、当社には親会社及び子会社等は存在しませんが、将来において親会社、

子会社等が存在することとなる場合には、企業集団の業務の適正を確保するため
の体制を確立する所存です。

（6）監査役の監査についての体制
①監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項
監査役会がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合には、当該従

業員を配置するものとし、配置に当たっての具体的な内容（組織、人数、その
他）については、監査役会と相談し、その意見を十分考慮して検討します。

②監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ア．監査役の職務を補助すべき従業員の任命・異動については、監査役会の事

前の同意を必要とします。
イ．監査役の職務を補助すべき従業員は、当社の業務執行に関わる役職を兼務

せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、その評価については監査役会
の意見に従うものとします。

③監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性に関する事項
「内部統制システムに係る監査の実施基準」を制定し、監査役の職務を補助

すべき従業員が、監査役の指示に従うべきことを明示します。
④取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制
ア．取締役及び従業員が監査役からの質問及び情報提供要請に対して速やかに

回答するための体制を整えております。
イ．取締役及び従業員は、下記事項については、必ず監査役に報告することと

なっております。
（ⅰ）当社の内部統制システムの構築に関わる部門の活動状況
（ⅱ）当社の内部監査部門の活動状況
（ⅲ）当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
（ⅳ）業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容
（ⅴ）ヘルプライン制度の運用及び通報の内容
（ⅵ）監査役から要求された契約書類、社内稟議書及び会議議事録の回付
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⑤前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
ア．「就業規則」や「ヘルプライン規程」等の社内規程において従業員が監査役

に対して情報提供を行ったことを理由として解雇等の不利益な取扱い、報
復措置を行うことを禁止します。

イ．監査役へ報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保し、その旨を当社取締役及び従業員に周知徹底し
ます。

⑥監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について費用の前払い等の請求をしたときは、当

該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認める場
合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑦その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査役は、会計監査人及び内部監査室と密接な情報交換及び連携を図ると

ともに、自らも適宜監査を実施しております。
イ．監査役は、代表取締役との定期的な会議を設け、監査役監査の環境整備の

状況、監査上の重要課題についての相互認識を深める体制を構築します。
ウ．監査役は、必要に応じて、監査の実施に当たり弁護士等の専門家との連携

を行うことができるものとします。

（7）財務報告の信頼性を確保するための体制
①当社は、財務報告の信頼性確保及び、金融商品取引法に規定する内部統制報告
書の有効かつ適切な提出のため、代表取締役の指示の下、内部統制システムの
構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し必要な是正を
行うとともに、金融商品取引法及びその他関係法令等との適合性を確保します。

②監査役会は、外部会計監査人を適切に選定・評価します。また、外部会計監査
人に求められる独立性・専門性を有しているか確認します。

③取締役会・監査役会は、高品質な監査を可能とする十分な監査時間、会計監査
人と取締役・監査役・内部監査室との連携、会計監査人が不正を発見し適正な
対応を求めた場合の対応体制等を確保します。
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（8）業務の適正性を確保するための体制の運用状況の概要
①取締役の職務執行の適正性及び効率性確保に関する取り組み

取締役会では、法令、定款に定められた事項、経営に関する重要な事項を決
定するとともに、取締役が相互に業務執行状況を監視しております。取締役会
には社外監査役も出席し、随時必要な意見表明を行っております。
また、社外取締役を２名選任し、客観的かつ中立的な経営監視機能の強化を

図っております。
②監査役の監査が実効的に行われることに関する取り組み

監査役会では、取締役会の議案の審議をはじめ、経営の妥当性、効率性、コ
ンプライアンス等について幅広く意見交換などを行い、その結果は取締役会な
どで適宜意見表明しております。
また、取締役会を含めた重要な会議への出席や、決裁済稟議書等の重要な書

類の閲覧、代表取締役、会計監査人、内部監査部門との定期的な意見交換会を
実施することにより、監査の実効性の向上を図っております。

③業務の適正性の確保に関する取り組み
内部監査部門である内部監査室は、期初に策定した内部監査計画に基づき、

内部監査を実施し、実施の都度、代表取締役及び監査役へ監査結果の報告を行
っております。

（注）事業報告に記載の金額、株式数、持株比率は表示単位未満は切り捨て、その他の比率の表示桁
未満は四捨五入して表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

11,365,993
8,443,118
120,319

1,046,653
738,234
507,778
420,854
31,999
57,398
△364

11,537,769
5,009,455
1,232,764

52,813
734,483
10,173
37,757

2,645,444
296,019
15,083
8,161
5,689
1,231

6,513,230
6,171,421
1,408,225

21,163
320,645

△1,408,225

（負債の部）
流 動 負 債

買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
従業員株式給付引当金
役員株式給付引当金
役員退職慰労引当金
繰 延 税 金 負 債
資 産 除 去 債 務

1,655,121
370,468
670,000
242,945
108,332
100,328
28,791
19,766

100,110
14,379

1,046,047
117,891
106,446
14,580

751,480
55,649

負 債 合 計 2,701,169
（純資産の部）
株 主 資 本 18,050,207
資 本 金 3,672,275
資 本 剰 余 金 3,932,375
資 本 準 備 金 3,932,375

利 益 剰 余 金 13,816,481
利 益 準 備 金 153,500
そ の 他 利 益 剰 余 金 13,662,981
固定資産圧縮積立金 3,398
別 途 積 立 金 10,860,103
繰 越 利 益 剰 余 金 2,799,479

自 己 株 式 △3,370,923
評価・換算差額等 2,152,385

その他有価証券評価差額金 2,152,385
純 資 産 合 計 20,202,593

資 産 合 計 22,903,762 負 債 純 資 産 合 計 22,903,762
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損 益 計 算 書

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,832,521
売 上 原 価 5,183,994
売 上 総 利 益 1,648,526

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 889,866
営 業 利 益 758,659

営 業 外 収 益
受 取 利 息 19,163
有 価 証 券 利 息 22,305
受 取 配 当 金 111,037
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 56
そ の 他 15,441 168,005

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,907
貯 蔵 品 処 分 損 6,858
自 己 株 式 取 得 費 用 2,488
投 資 有 価 証 券 償 還 損 493
そ の 他 140 18,888
経 常 利 益 907,776

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 19
固 定 資 産 受 贈 益 123,800
投 資 有 価 証 券 売 却 益 95
受 取 損 害 賠 償 金 18,281 142,196

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 21,138
損 害 賠 償 金 566 21,705

税 引 前 当 期 純 利 益 1,028,268
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 141,500
法 人 税 等 調 整 額 150,271 291,771
当 期 純 利 益 736,497
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株主資本等変動計算書

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

(単位：千円)
株 主 資 本

資本金 資 本 剰 余 金
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 3,672,275 3,932,375 298,305 4,230,680
当 期 変 動 額
剰余金の配当 − − − −
当 期 純 利 益 − − − −
固定資産圧縮積立金の取崩 − − − −
別途積立金の積立 − − − −
自己株式の取得 − − − −
自己株式の処分 − − △281,515 △281,515
自己株式の消却 − − △1,323,276 △1,323,276
自己株式処分差損の振替 − − 1,306,486 1,306,486
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) − − − −

当期変動額合計 − − △298,305 △298,305
当 期 末 残 高 3,672,275 3,932,375 − 3,932,375

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計固定資産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 153,500 5,052 10,560,103 3,834,477 14,553,133
当 期 変 動 額
剰余金の配当 − − − △166,662 △166,662
当 期 純 利 益 − − − 736,497 736,497
固定資産圧縮積立金の取崩 − △1,654 − 1,654 −
別途積立金の積立 − − 300,000 △300,000 −
自己株式の取得 − − − − −
自己株式の処分 − − − − −
自己株式の消却 − − − − −
自己株式処分差損の振替 − − − △1,306,486 △1,306,486
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) − − − − −

当期変動額合計 − △1,654 300,000 △1,034,997 △736,651
当 期 末 残 高 153,500 3,398 10,860,103 2,799,479 13,816,481
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(単位：千円)
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計自己株式 株主資本
合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等

合計
当 期 首 残 高 △4,151,080 18,305,008 989,285 989,285 19,294,294
当 期 変 動 額
剰余金の配当 − △166,662 − − △166,662
当 期 純 利 益 − 736,497 − − 736,497
固定資産圧縮積立金の取崩 − − − − −
別途積立金の積立 − − − − −
自己株式の取得 △830,259 △830,259 − − △830,259
自己株式の処分 287,140 5,624 − − 5,624
自己株式の消却 1,323,276 − − − −
自己株式処分差損の振替 − − − − −
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) − − 1,163,099 1,163,099 1,163,099

当期変動額合計 780,156 △254,801 1,163,099 1,163,099 908,298
当 期 末 残 高 △3,370,923 18,050,207 2,152,385 2,152,385 20,202,593
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま
す。）

市場価格のない株式等……移動平均法に基づく原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品及び原材料……総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方
法）

貯 蔵 品……最終仕入原価法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切り下げ
の方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産

( リ ー ス 資 産 を 除 く )
……定率法

ただし、機械及び装置及び1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）、並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物３年〜38年
機械及び装置４年〜10年
工具、器具及び備品２年〜20年

（2）無 形 固 定 資 産
( リ ー ス 資 産 を 除 く )

……定額法
なお、自社利用分のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金……債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき当事業年度に見合う分を計上しております。

（3）役 員 退 職 慰 労 引 当 金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ
き、2014年６月27日（第60期定時株主総会）までの在任期間に対
する将来の見込額を計上しております。

（4）従業員株式給付引当金……株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当
事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。

（5）役 員 株 式 給 付 引 当 金……株式交付規程に基づく取締役への当社株式の交付に備えるため、当
事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
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４．収益及び費用の計上基準
当社は、茶エキス、天然調味料、植物エキス及び粉末酒の製造、販売を行っております。当社製品

の販売における履行義務の充足時点につきましては、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第
29号 2020年３月31日）等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、
「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販
売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷時に収益を認識しております。また、一部の得意先から原材料を仕入、加工を行った上で加
工費を仕入価格に上乗せして加工品を当該得意先に対して販売する取引（以下「有償支給取引」とい
う。）について、有償支給取引に係る売上高と原材料仕入高とを相殺し、売上高に純額表示しており
ます。

（追加情報）
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

当社は、2022年11月４日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と従業員の処遇の連
動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員
の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給
付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」といい、本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する
信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）を2022年11月25日より導入して
おります。
（1）本制度の概要
本制度は、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型のスキ

ームであり、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し
当社株式を給付する仕組みです。当社は、従業員に対し勤続年数に応じたポイントを、加えて管理
職には管理職ポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相
当する当社株式を付与します。管理職を含めた従業員に対し給付する株式については、予め信託設
定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。本制度に係る
当事業年度末の負担見込額については、従業員株式給付引当金として計上しております。
（2）本信託に残存する自社の株式
本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上

しております。当事業年度の本信託に残存する当社株式の帳簿価額及び株式数は、242,817千円、
166,210株であります。
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取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入
当社は、2024年５月24日開催の取締役会において、取締役（社外取締役を除く、以下、本項目

において同じ。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変
動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に
貢献する意識を高めるため、取締役に対し、信託を用いた業績連動型株式報酬制度（以下、「本制
度」といいます。）の導入を決議し、2024年９月６日より本制度を導入しております。
なお、本制度の導入に関する議案については 2024年６月25日開催の第70期定時株主総会（以

下、「本株主総会」といいます。）において承認可決されております。
（1）本制度の概要
本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社の普通株式（以下、「当社株式」といいます。）を取得し、当社が各取締役に付与するポイントの
数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される、という株式報酬制度で
す。
本制度に基づく当社株式の交付は、本株主総会終結日の翌日から 2031年６月の定時株主総会終

結までの７年間の間に在任する取締役及び、「株式報酬型ストックオプション」としての新株予約
権で未行使のものを放棄した取締役に対して行われます。なお、取締役が当社株式の交付を受ける
時期は、原則として取締役の退任時となります。本制度に係る当事業年度末の負担見込額について
は、役員株式給付引当金として計上しております。
（２）本信託に残存する自社の株式
本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上

しております。当事業年度の本信託に残存する当社株式の帳簿価額及び株式数は、237,815千円、
124,740株であります。
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（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産（繰延税金負債相殺前）
当年度の計算書類に計上した金額 168,685千円
継続的な物価上昇や金融資本市場の変動による消費マインドの低下や、地政学リスクの高まりが

懸念されることなどから、先行きについては依然として不透明な状況が続くものと予想されます。
そのため、2027年３月期以降もこれらの影響が当面の間継続するとの仮定の下、繰延税金資産の
回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

（貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 11,463,594千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 9,027,460 ― 1,650,000 7,377,460

（変動事由の概要）
自己株式の消却により 1,650,000株減少しております。

２．事業年度の末日における自己株式の種類及び総数
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 5,309,685 492,374 2,012,480 3,789,579
（注）当事業年度末自己株式数には、「株式給付信託(J-ESOP)」及び信託を用いた業績連動型株式報酬

制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口及び信託口)が保有する当社株式
290,950株が含まれております。

（変動事由の概要）
1． 自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により 261,800株増加しております。
2． 当社個人株主の逝去に伴う株式の無償譲渡により 203,840株増加しております。
3 2026年１月１日付で普通株式１株につき普通株式0.1株の割合で無償割当てを行ったことによ

り「株式給付信託(J-ESOP)」及び信託を用いた業績連動型株式報酬制度の信託財産として、株
式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口及び信託口)が保有する当社株式が 26,450株増加しており
ます。

4． 単元未満株式の買取により 252株増加しております。
5． 2026年１月１日付で普通株式１株につき普通株式0.1株の割合で行った無償割当てに伴い発生

した１株に満たない端数の買取により 32株増加しております。
6． 自己株式の消却により 1,650,000株減少しております。
7． 2026年１月１日付で普通株式１株につき普通株式0.1株の割合で無償割当てを行ったことによ

り 358,980株減少しております。
8. 従業員株式給付信託（J-ESOP）の従業員への給付により 3,500株減少しております。
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３．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年6月24日
定時株主総会 普通株式 87,687 22.00 2025年3月31日 2025年6月25日

2025年11月７日
取締役会 普通株式 78,975 22.00 2025年9月30日 2025年12月５日

(注) １．2025年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信
託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式に対する配当金
3,401千円及び、信託を用いた業績連動型株式報酬制度の信託財産として株式会社日本カス
トディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金 2,494千円が含まれております。

２．2025年11月７日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財
産として株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式に対する配当金 3,324
千円及び、信託を用いた業績連動型株式報酬制度の信託財産として株式会社日本カストディ
銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金 2,494千円が含まれております。

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の
原資

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年6月24日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 108,607 28.00 2026年3月31日 2026年6月25日

(注) 2026年６月24日定時株主総会にて決議予定の配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信
託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式に対する配当金 4,653
千円及び、信託を用いた業績連動型株式報酬制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行
（信託口）が保有する当社株式に対する配当金 3,492千円が含まれております。
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税等 13,935千円
賞与引当金 31,534千円
税務上の繰越欠損金 59,985千円
貸倒引当金 443,705千円
役員退職慰労引当金 4,592千円
従業員株式給付引当金 37,135千円
役員株式給付引当金 33,530千円
減損損失 3,648千円
投資有価証券評価損 63,959千円
資産除去債務 17,529千円
その他 11,042千円

繰延税金資産小計 720,600千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △551,915千円
繰延税金資産合計 168,685千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 1,562千円
その他有価証券評価差額金 918,603千円

繰延税金負債合計 920,166千円
繰延税金負債の純額 751,480千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7％
住民税均等割等 0.4％
評価性引当額の増減 0.7％
所得税額控除 △1.9％
その他 △1.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.5％
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取り組み方針

当社は、必要な資金調達については、銀行等金融機関からの借入れにより調達しております。資金
運用については、大半を短期的な預金で運用しております。また、一部の余裕資金の効率的な運用を
図ることを目的に資金運用規程・有価証券運用基準に則り公社債等の運用を行っておりますが、決し
て投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金の回収についてのリスクとしては、顧客の信用リスクが考えら

れます。当該リスクに関しては、当社の販売管理規程及び与信規程に沿ってリスク低減を図っており
ます。また、投資有価証券は主として取引先の株式及び社債であり、これについてのリスクとして
は、市場価格の変動リスクが考えられます。上場株式については毎月把握された時価が取締役会に報
告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。借入金

は、主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、これに関するリスクとしては、金利の変
動リスクが考えられますが、基本的にリスクの低い短期のものに限定しております。また、担当部署
において適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを
管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注１）をご参照ください）
また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、買掛金、短期借入金は短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券
①満期保有目的の債券 600,000 583,328 △16,671
②その他有価証券 5,471,608 5,471,608 ―

資産計 6,071,608 6,054,937 △16,671
（注１）市場価格のない株式等

（単位：千円）
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 99,813
上記については、「投資有価証券」には含まれておりません。

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年内 ５年超

投資有価証券
満期保有目的の債券（社債） ― ― 600,000

合計 ― ― 600,000
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３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。

（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計7

投資有価証券
その他有価証券
株式 4,783,358 ― ― 4,783,358
社債 ― 688,250 ― 688,250

資産計 4,783,358 688,250 ― 5,471,608

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産
（単位：千円）

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
満期保有目的の債券（社債） ― 583,328 ― 583,328

資産計 ― 583,328 ― 583,328
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で当社が保有している社債は、取引
証券会社から提示された価格を用いて評価しております。市場での取引頻度が低く、活発な市
場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
区分 金額

茶エキス 3,233,751
粉末天然調味料 1,885,503
植物エキス 871,461
液体天然調味料 743,138
粉末酒 92,973
その他 5,693

顧客との契約から生じる収益 6,832,521
一時点で移転される財 6,832,521
一定の期間にわたり移転される財 ―

顧客との契約から生じる収益 6,832,521

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）顧客との契約から生じた債権の残高

（単位：千円）
金額

顧客との契約から生じた債権
受取手形及び売掛金 1,166,972

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社では、当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取

引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 5,630円79銭
２．１株当たり当期純利益 194円65銭
（注）１．１株当たり当期純利益の算定上の基礎

１株当たり当期純利益
当期純利益 736,497千円
普通株主に帰属しない金額 ー千円
普通株式に係る当期純利益 736,497千円
普通株式の期中平均株式数 3,783千株

２．「株式給付信託（J-ESOP)」及び信託を用いた業績連動型株式報酬制度を導入したことに伴
い、信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口及び信託口）が保有する当社
株式数は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己
株式数に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除
する自己株式数に含めております。
当該自己株式の期末株式数 290千株
当該自己株式の期中平均株式数 291千株

3．当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき普通株式0.1株の割合で株式無償割当て
を行っております。前事業年度の期首に当該株式無償割当てが行われたと仮定して、１株当
たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年５月14日
佐藤食品工業株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大録宏行
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大谷光尋

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、佐藤食品工業株式会社の2025年

４月１日から2026年３月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の
財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に

関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた

しました。
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2. 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ

き事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査の結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月21日

佐藤食品工業株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役 那 須 智 ㊞
社 外 監 査 役 串 田 正 克 ㊞
社 外 監 査 役 稲 石 純 二 ㊞
社 外 監 査 役 関 谷 保 仁 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様への積極的な利益還元を経営の最重要政策のひとつと認識し

ており、業績の見通し、財政状況、配当性向及び純資産配当率等を総合的に勘案し
て配当を実施することを基本方針としております。また、内部留保資金につきまし
ては、財務体質の強化及び将来にわたる安定した株主利益確保のため、事業の拡
大・合理化投資及び厳しい経営環境に勝ち残るための新技術の開発やさらなる品質
向上のために有効活用していきたいと考えております。この基本方針に基づき、剰
余金の処分につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。
１．期末配当に関する事項
第72期の期末配当につきましては、１株につき28円とさせていただきたいと存じ

ます。中間配当金として１株につき22円をお支払いしておりますので、年間配当金
は１株につき50円となります。

（１） 配当財産の種類
金銭といたします。

（２） 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき28円とし、
配当総額は 108,607,268円となります。

（３） 剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月25日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
（１） 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 300,000,000円
（２） 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 300,000,000円
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第２号議案 取締役６名選任の件
取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

より機動的な意思決定が行えるように取締役を１名減員し、取締役６名の選任をお
願いするものです。
取締役候補者は次のとおりです。

候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

1

再任

う え だ まさひろ
上 田 正 博

（1970年６月15日生）

2006年10月 当社入社
2007年３月 当社管理部電算課長
2007年９月 当社管理部長兼経理課長兼電算課長
2009年６月 当社執行役員管理部長兼経理課長
2012年４月 当社執行役員管理部長兼営業部次長
2015年６月 当社取締役管理部長
2017年６月 当社取締役
2019年６月 当社常務取締役
2022年６月 当社代表取締役社長（現任）
現在の担当 内部監査室、営業部、第三工場、

リスクマネジメント・コンプライア
ンス 担当

2,750株

【取締役候補者とした理由】
上田正博氏は、当社の業務執行責任者として強いリーダーシップと実行力を発揮しており、

当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向けた成長戦略の策定、推進に適切な人材と
して、引き続き取締役として選任をお願いするものです。

２

再任

お お つ し ん じ
大 津 新 司

（1976年１月16日生）

2000年４月 当社入社
2008年１月 当社技術部グループリーダー
2009年２月 当社生産本部生産管理課長
2018年６月 当社営業部次長兼営業２課長
2019年７月 当社生産管理本部生産管理部長兼生産

管理課長
2020年６月 当社執行役員生産管理部長兼生産管理

課長
2021年６月 当社執行役員品質保証部長兼生産管理

部長兼生産管理課長
2022年６月 当社取締役品質保証部長
2025年６月 当社取締役
2025年11月 当社取締役管理部長（現任）
現在の担当 管理部、品質保証部、生産管理部

担当
管理部長

2,640株

【取締役候補者とした理由】
大津新司氏は、生産管理部門や品質保証部門の管理職を歴任し、現在は管理部、品質保証

部、生産管理部を統括し、管理部門や品質管理体制の向上、生産体制の最適化に従事しており
ます。品質保証や生産管理等の幅広い経験と見識を有していることから、当社の持続的な成長
と中長期的な企業価値向上のために適切な人材として、引き続き取締役として選任をお願いす
るものです。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

３

再任

いながき あ つ し
稲 垣 篤

（1975年７月４日生）

1994年４月 当社入社
2010年２月 当社工務本部装置部課長
2012年４月 当社製造本部第二工場製造課長
2013年11月 当社営業部営業２課参事補
2018年６月 当社設備開発室長
2020年11月 当社技術品質保証２部長
2021年６月 当社執行役員技術2部長兼工務部長
2023年６月 当社取締役技術部長兼工務部長
2025年 7 月 当社取締役技術部長（現任）
現在の担当 技術部、工務部、本社工場、第二工場

担当
技術部長

1,320株

【取締役候補者とした理由】
稲垣篤氏は、製造部門や生産設備の開発・保守部門、研究開発部門の管理職を歴任し、現在

は技術部、工務部、本社工場、第二工場を統括し、新商品開発の推進や生産体制の最適化など
を行っております。生産設備や技術開発に関する幅広い経験と見識を有していることから、当
社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上のために適切な人材として、引き続き取締役とし
て選任をお願いするものです。

４

再任

はせがわ け ん じ
長谷川 憲 治

（1943年１月３日生）

1972年８月 税理士事務所開設
1993年１月 当社顧問税理士
2000年６月 当社監査役
2009年６月 当社常勤監査役
2010年10月 北斗中央税理士法人相談役（現任）
2011年６月 当社取締役
2012年６月 当社常務取締役
2013年10月 当社代表取締役専務
2017年６月 当社取締役相談役
2018年６月 当社取締役
2019年６月 当社取締役相談役（現任）

6,270株

【取締役候補者とした理由】
長谷川憲治氏は、監査役、代表取締役を歴任し、企業経営における幅広い経験と知見を有し

ております。また、税理士としての社内外での豊富な経験と見識も有しており、当社の持続的
な成長と中長期的な企業価値向上のために適切な人材として、引き続き取締役として選任をお
願いするものです。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

５

再任

は た ひろふみ
秦 博 文

（1951年12月16日生）

社外 独立役員

1979年10月 監査法人八木・浅野事務所（現 EY新
日本有限責任監査法人）入所

1999年５月 太田昭和監査法人（現 EY新日本有限
責任監査法人）代表社員

2007年７月 日本公認会計士協会理事
2014年６月 新日本有限責任監査法人（現 EY新日

本有限責任監査法人）退所
2014年７月 公認会計士秦博文事務所所長（現任）
2015年６月 株式会社バローホールディングス社外

取締役（現任）
2015年６月 当社社外監査役
2017年６月 当社社外取締役（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
秦博文氏を社外取締役候補者とした理由は、社外役員以外の方法で会社経営に関与した経験

はありませんが、公認会計士として豊富な経験や見識を有しており、引き続き当該見識を活か
した専門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助言等がいただけるものと期待したた
めです。また、同氏が選任された場合は、経営陣から独立した客観的かつ中立的な立場で当社
の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与いただく予定です。

６

新任

か み や や す し
神 谷 安 志

（1983年９月24日生）

社外 独立役員

2006年４月 株式会社三井住友銀行入社
2017年２月 株式会社ジェイ・ウィル・パートナー

ズ入社
2020年４月 同社ディレクター
2022年７月 三井物産企業投資株式会社入社
2024年６月 同社ディレクター
2025年11月 日本・食産業投資コンソーシアム株式

会社入社
2025年11月 同社投資部部長（現在に至る）

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
神谷安志氏を社外取締役候補者とした理由は、直接会社経営に関与した経験はありません

が、金融業界で培われた金融・投資に関わる豊富な経験や見識を有しており、M&Aや株主、
投資家の視点を踏まえた専門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助言等がいただけ
るものと期待したためです。また、同氏が選任された場合は、経営陣から独立した客観的かつ
中立的な立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与いただく予定です。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 秦博文氏及び神谷安志氏は、社外取締役候補者です。
3. 当社は、秦博文氏を東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、再任が承認さ

れた場合には、引き続き独立役員として届け出る予定です。また、神谷安志氏は、東京証
券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、選任が承認された場合には、独立役員
として同取引所に届け出る予定です。

4. 秦博文氏は、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時を
もって９年となります。
また、同氏は過去に当社の社外監査役でありました。

5. 社外取締役との責任限定契約について
当社は、秦博文氏との間で、会社法第423条第１項に関する責任について、法令の定める
限度額の範囲内でその責任を負担する責任限定契約を締結しております。同氏が社外取締
役に再任された場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定です。また、神谷安志氏
の選任が承認された場合には、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定です。

2026年05月22日 16時39分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 45 ―

6. 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者
である取締役が会社の役員としての業務につき行った行為に起因して保険期間中に被保険
者に対して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る法律上の損害賠償金や争
訟費用等が補填されます。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被
保険者となり、任期途中に当該保険契約について同内容での更新を予定しております。

＜ご参考＞
取締役候補者の有する主な知見や経験

候補者
番号 氏 名 当社における

地位 企業経営 技術・
研究開発

営業・
マーケティング

製造・
品質管理 財務・会計 法務・

リスクマネジメント

1 上田正博 取締役 〇 〇 〇 〇

２ 大津新司 取締役 〇 〇

３ 稲垣篤 取締役 〇 〇

４ 長谷川憲治 取締役 〇 〇

５ 秦博文 社外取締役
(独立役員) 〇 〇 〇

６ 神谷安志 社外取締役
(独立役員) 〇 〇

（注）上記の一覧表は各氏の経験などを踏まえ、より専門的な知見を有する分野を表しており、有す
る全ての知見を表すものではありません。

以 上
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名
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線

岩
倉
駅
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江
南
線（
江
川
線
）

小牧I.C.

至名古屋 至名古屋 至名古屋

R
41

小木口
（名鉄バス）

コ キ グチ

小木西
一丁目

元町３丁目

株主総会会場ご案内図
会場…愛知県小牧市新小木二丁目33番地

ルートイングランティア小牧３階 ロイヤルホール
電話 0568―71―0011

■公共交通機関ご利用の場合
名鉄犬山線「岩倉駅」で下車してください。（急行及び一部特急が停車します。）

・名鉄バス「小牧駅」行 「小木
コ キ グ チ

口」バス停下車（徒歩10分）
・タクシー（約10分）

■自動車の場合
名神高速道路「小牧インター」より

国道41号線を南下して「元町3丁目」を右折してください。
名古屋方面から

国道41号線を北上して「花塚橋北」を左折してください。
※名古屋高速道路をご利用の場合は「小牧南出口」から国道41号線へ合流してください。

2026年05月22日 16時39分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）


